
 
平成 30年 5月 16日 

各位 
    会社名   新日鐵住金株式会社 
    代表者名  代表取締役社長 進藤 孝生 
       （コード番号 5401 東証一部、名証一部、福証、札証） 
    問合せ先責任者 広報センター所長 大西 史哲 
    （℡． 03-6867-2135、2146、2977、3419） 
 

当社及び連結子会社の商号の変更並びに当社の定款の一部変更に関するお知らせ 
  
当社は、平成 30年 5月 16日開催の取締役会において、以下のとおり、商号の変更及び

定款の一部変更について同年 6月 26日開催の第 94回定時株主総会に上程することを決議
致しましたので、お知らせ致します。 
また、東京証券取引所に上場しております連結子会社の日新製鋼株式会社及び新日鉄住

金ソリューションズ株式会社におきましても、平成 30年 5月 16日開催のそれぞれの取締
役会において、商号の変更について決議致しましたので、あわせてお知らせ致します。 
 
１．当社の商号の変更について 
（１）変更の理由 
平成 24年 10月に新日本製鐵㈱と住友金属工業㈱が経営統合し、その商号を「新日鐵住

金株式会社」とした当社は、平成 29年 3月に日新製鋼㈱を子会社化し、現在は山陽特殊製
鋼㈱の子会社化を検討しております。また、当社は、経済のグローバル化が一層進展する

中、米州、欧州、中国、東南アジア、インド等、世界各地での事業展開を強く推し進めて

おります。 
このような中、当社は、日本発祥の製鉄会社として、未来に向かい世界で成長を続ける

企業にふさわしい、より包摂的で新たな商号に変更することと致しました。 
 
（２）新商号 

日本製鉄株式会社（英文：NIPPON STEEL CORPORATION） 
（読み方 ： にっぽんせいてつかぶしきかいしゃ） 
 

（３）変更予定日     
平成 31年 4月 1日 

 
２．当社の定款の一部変更について 
（１）定款変更の理由 
 「１．当社の商号の変更について（１）変更の理由」に記載のとおり、現行定款第１条

の変更を行うものです。 
なお、この定款変更の効力は、平成 31年 4月 1日に生ずることと致します。 
 

（２）定款変更の内容 
  変更箇所について、現行定款と変更後の定款案とを対照すると、次のとおりとなりま

す。下線部分が変更部分です。 
 
 



現行定款 変更後の定款案 
第１条 本会社は、新日鐵住金株式会社と

称する。英文では、NIPPON STEEL ＆ 
SUMITOMO METAL CORPORATIONと
表示する。 

第１条 本会社は、日本製鉄株式会社と称する。

英文では、NIPPON STEEL CORPORATIONと
表示する。 
 

 
３．連結子会社（上場会社）の商号変更について 
１）日新製鋼株式会社の商号の変更について 
（１）変更の理由 

親会社である当社の商号変更に伴い、当社グループにおけるブランドの統一及び一体

感醸成の観点から、変更するものです。 
詳細につきましては、日新製鋼株式会社が平成 30年 5月 16日付け公表の「商号の変
更に関するお知らせ」をご覧ください。 

（２）新商号（英文表記） 
日鉄日新製鋼株式会社（英文：NIPPON STEEL NISSHIN CO., LTD.） 

（３）変更予定日     
平成 31年 4月 1日までに実施する予定。 

（４）同社（日新製鋼株式会社）の概要 
① 所在地 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 

② 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  栁川 欽也 

③ 事業内容 普通鋼・ステンレス鋼・特殊鋼の製造販売 

④ 資本金 30,000百万円 

 
２）新日鉄住金ソリューションズ株式会社の商号の変更について 
（１）変更の理由 

親会社である当社の商号変更に伴い、当社グループにおけるブランドの統一及び一体

感醸成の観点から、変更するものです。 
詳細につきましては、新日鉄住金ソリューションズ株式会社が平成 30年 5月 16日付
け公表の「当社の商号の変更並びに定款の一部変更に関するお知らせ」をご覧ください。 

（２）新商号（英文表記） 
日鉄ソリューションズ株式会社（英文：NS Solutions Corporation） 

（３）変更予定日     
平成 31年 4月 1日 

（４）同社（新日鉄住金ソリューションズ株式会社）の概要 
① 所在地 東京都中央区新川二丁目20番15号 

② 代表者の役職・氏名 代表取締役社長  謝敷 宗敬 

③ 事業内容 コンピュータシステムに関するエンジニアリン

グ・コンサルティング、ITを用いたアウトソーシン

グサービス等 

④ 資本金 12,952百万円 

 
以上 


